


























































































































































創立年月日 1954年 7月 1日 1949 年 12 月 1日
1919年 12月 24
日
1947 年 7 月 25
日
1949 年 12 月 1
日
代表取締役 垣内　威彦 岡藤　正広 兵頭　誠之 安永　竜夫 國分　文也
資本金 2044億 600万円 2534 億 4800 万円 2194億円
3414 億 8100 万
円






































































































効率化による雇用の減少 ビジネスの IT化 IT活用における業務の効率化
デマによる風評被害 パソコンが一般家庭に普及 ECの普及
出所：筆者作成






























































































































































































































































  2）久保巌（2012）『日本の 7大商社　世界に類をみない最強のビジネスモデル』，平凡社新書，p. 24
より抜粋



















・三井住友信託銀行 調査月報 2018年 3月号経済の動き～日本企業の事業投資会社化とその功罪（アク
セス 2019/11/10）https://www.smtb.jp/others/report/economy/71_2.pdf
・ALL　ABOUT「M&Aの意味！合併と買収の違いやメリット・デメリット」（アクセス 2019/11/10）
https://allabout.co.jp/gm/gc/293469/
・iroots search『総合商社を受けるなら「これだけは押さえておくべき最低限の知識」』（アクセス
2018/10/22）https://iroots-search.jp/14180
 総合商社の展望 209
・浅野展正（2014）「総合商社の存在意義についての考察」『商大ビジネスレビュー』3（2）pp. 1─18. 
（アクセス 2019/11/10）https://www.u-hyogo.ac.jp/mba/pdf/SBR/3-2/001.pdf
・吉成雄一郎『総合商社のビジネスモデルの考察及び戦略的進化の可能性に関する研究～「総合商社経
営のジレンマ」を超える～』早稲田大学商学研究科ビジネス専修プロジェクト論文（アクセス
2019/12/11）https://core.ac.uk/download/pdf/144468929.pdf

